
「地方法人税法案」について 

平成 26 年２月 

財 務 省 

 

地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図ることを目的として、法人住

民税法人税割の税率の引下げにあわせて、地方交付税の財源を確保するための地方法人

税（国税）を創設する。 

 

１．法律案の趣旨 

地方交付税の財源を確保するための地方法人税について、納税義務者、課税の対象、

税額の計算の方法、申告及び納付の手続並びにその納税義務の適正な履行を確保するた

め必要な事項を定める。 

 

２．法律案の概要 

（１）納税義務者 

法人税を納める義務がある法人 

 

（２）税額の計算 

  ① 課税標準：各事業年度の所得に対する法人税の額 

（注）利子配当等に係る所得税額控除等は適用せずに計算。また、附帯税の額は除く。 

② 税率：4.4％ 

 

（３）申告及び納付 

① 申告及び納付は、国（税務署）に対して行う 

② 申告書の提出期限は、法人税の申告書の提出期限と同一 

 

（４）その他 

還付の手続等及び罰則については、法人税と同様とする所要の整備を行う 

 

（５）適用区分 

平成 26 年 10 月１日以後に開始する事業年度から適用 

 

３．施行日 

平成 26 年 10 月１日 

 

 

参考（関連する法改正） 

○ 地方税法改正：法人住民税法人税割の税率を合計 4.4％（都道府県分：1.8％、市町 

村分：2.6％）引下げ 

○ 地方交付税法等改正：地方法人税の税収全額を交付税特別会計に直入 


